
 平成２７年３月２５日 

各  位 

会 社 名      株式会社  山陰合同銀行 

代 表 者 名      取締役頭取  久保田  一朗 

コード番号 ８３８１  東証第１部 

問 合 せ 先      執行役員経営企画部長 杉原 伸治 

         （TEL  0852－55－1000） 

 

中期経営計画の策定について 

 

山陰合同銀行（頭取 久保田 一朗）では、平成 27年度から平成 29年度までの 3年間を計画

期間とする中期経営計画を策定しましたので、概要を下記のとおりお知らせいたします。詳細に

つきましては別紙をご覧ください。 

 
記 

 

１．計画期間 

平成 27年度～平成 29年度 

 

 

２．中期経営計画策定にあたってのコンセプト 

  山陰では、今後人口減少が加速することによる預貸金の伸びの鈍化が予想されます。また、

金融市場においては超低金利環境が続いており、資金利益の減少が継続することが予想される

など、地方銀行を取り巻く環境は厳しさを増しています。 

このような経営環境のもと当行は、お客様との信頼関係を深めて経営課題やニーズを共有し、

常にお客様と同じ目線に立ってコンサルティング機能を発揮したいと考えています。さらに、

人材の育成によって目利き力の向上を図り、積極的なリスクテイクをすることで、取引先企業

の付加価値の向上や個人のお客様の豊かな生活の実現に取り組みます。同時に、手数料や利息

などの対価によって当行も収益を上げる持続可能なビジネスモデルの確立を目指します。 

また、産学官の提携先と協力しながら地元での新産業の創出や農林水産業の振興、事業支援

による地元産業の競争力強化などに取り組み、地域経済の活性化を通じて地方創生に貢献しま

す。 

   

 

３．行動基準 

具体的な行動基準として「私たちは、企業の付加価値向上と個人の豊かな生活の実現に取り

組み、当行も収益を上げる新たなビジネスモデルを確立します。」を掲げています。お客様の

抱える課題を解決しニーズにお応えし、常にお客様のために行動します。 

 

 

４．重点施策 

計画期間中、重点的に取り組む項目を「リレーションシップバンキングをベースとした収益

の拡大」「地方創生への取り組み」「有価証券運用の強化」「経営基盤の強化」「CSR の実践」と

いう 5つの大きな分野に分け、更に「リレーションシップバンキングをベースとした収益の拡

大」については「企業の付加価値向上への取り組み」「個人の豊かな生活の実現への取り組み」

に分けて 14項目の重点施策として掲げています。 

 

 本件に関するお問合せは下記にお願いします。 

経営企画部企画グループ  安田  ℡（0852）55－1015 



【リレーションシップバンキングをベースとした収益の拡大】 

[企業の付加価値向上への取り組み] 

(1) 事業支援ビジネスモデルの確立 

信頼関係を軸として、取引先企業が抱える経営課題やニーズを共有し、企業の経営者と一

緒になって全力で解決に取り組みます。 

具体的には、事業支援のビジネスモデルを確立するために、人材育成や組織、適切な業績

評価体系の整備などの体制強化を行います。また、継続的な事業支援活動によって、400社

以上に対してコンサルティングを実施し、業務の定着とレベルアップを図ります。 

 

(2) 目利き力向上による積極的なリスクテイク 

  リレーションシップバンキングの実践によって行員の目利き力を向上させ、法人融資にお

いて積極的にリスクテイクしていきます。 

山陰では、ライフステージに応じて企業の資金需要に徹底的にお応えすることで、地元企

業の成長をサポートしていきます。広島・岡山および兵庫においては、総合取引を推進し当

行メインの取引先数を増強します。また、大阪北部においても貸出金残高を増強します。 

 

[個人の豊かな生活の実現への取り組み] 

(3) 資産運用提案力の強化（証券子会社との連携） 

当行の 100％出資で新たに設立した「ごうぎん証券株式会社」との連携により、お客様の

資産運用ニーズに「ワンストップ」で最適の商品を提供します。 

 

(4) クレジットカード事業の成長加速 

地域カードとしての地位を確立して、地域に密着したイベントやキャンペーンで地域の消

費を喚起し、同時に地元加盟店での Douカードの利用を促進します。 

 

(5) 個人ローンの取り組み強化 

当行のローンの認知度や商品利便性の向上、対面・非対面チャネルを効果的に連携させた

ご提案によって、お客様の資金ニーズに幅広くお応えし、山陰における当行のローンシェア

を拡大します。 

 

【地方創生への取り組み】 

(1) 地域経済活性化に向けた取り組み 

当行の広域な店舗ネットワークやノウハウ、外部連携先のネットワークをフルに活用し、

新事業の創出や地元産業の競争力強化、農林水産業の振興など地域経済の活性化に取り組み

ます。また、地方版総合戦略の策定・推進に積極的に協力します。 

 

 

【有価証券運用の強化】 

(1) 有価証券運用の多様化 

円以外の通貨の金利リスクテイクやアセットの分散によって、有価証券運用収益を増強し

ます。 

 

 

【経営基盤の強化】 

(1) 組織活性化と従業員の満足度向上 

女性やシニアの活躍の場を拡大することにより、働きがいのある職場作りを目指します。

また、専門人材を育成して行員の能力向上を図り、質の高い金融サービスを提供してお客様

のお役に立つことで、行員の仕事に対する誇りと満足度の向上を図ります。 

 

(2) 戦略的な人員の再配置 

人員の適切な再配置により、高い専門知識やスキルを持った行員による質の高い金融サー

ビスを提供します。 



(3) お客様の利便性向上と業務効率化の推進 

お客様の利便性を向上すると同時に営業店事務の効率化を図り、ローコストオペレーショ

ンを進めていきます。 

 

(4) 内部管理態勢の強化 

お客様に安心して当行とお取引いただくために、内部管理態勢の強化を図ります。また、

環境変化に迅速に対応できるリスク管理態勢を構築します。 

 

(5) グループ連携の強化 

グループの連携を強化することで、お客様のニーズに幅広い金融サービスでお応えします。 

 

(6) 適切な資本政策と株主還元 

  健全な自己資本比率の維持と資本効率向上のバランスに配慮するとともに、株主還元の充

実に努めます。 

 

 

【ＣＳＲの実践】 

 (1) 社会活動・環境活動 

地域の問題は地域で解決できる社会の実現に向けて独自のアイデアを発揮します。 

  

 

５．計数目標（単体） 

項目 26年度見込み  29年度目標 

１．コア業務純益 230億円 270億円以上 

２．当期純利益 115億円 150億円以上 

３．役務取引等利益 65億円 84億円以上 

４．役務収益比率（コア業務粗利益ベース） 10.8％ 12.5％以上 

５．ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） 61.74％ 60％未満 

６．ＲＯＥ 

 （ＲＯＥ（純資産平残ベース）） 

 3.65％ 

（4.34％） 

4.3％以上 

（5.0％以上） 

７．自己資本比率 15.05％ 15％程度 
   (注)26 年度見込みは予想計数です。 

 

以  上 

 

 

 
 



中期経営計画
［平成27年度～平成29年度］
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Ⅰ．前中期経営計画の総括



計数目標と実績

中計最終年度計画値と実績との対比

（単位：億円） 23年度
中計

計画値

26年度

見込

（※１）

計画比 23年度比

預金 34,218 36,495 36,673 178 2,455

貸出金 21,627 24,210 23,317 △893 1,690

有価証券 14,385 14,690 16,059 1,369 1,674

資金利益 547 559 534 △ 25 △ 13

貸出金利息 374 382 342 △ 40 △ 32

有価証券利息 213 202 228 26 15

預金利息 71 54 49 △ 5 △ 22

役務取引等利益 48 62 65 3 17

業務粗利益 606 626 609 △ 17 3

経費 383 386 372 △ 14 △ 11

人件費 183 181 176 △ 5 △ 7

物件費 182 187 177 △ 10 △ 5

業務純益 222 240 206 △ 34 △ 16

コア業務純益 219 240 230 △10 11

臨時損益 △ 11 △ 64 6 70 17

経常利益 210 175 213 38 3

当期純利益 92 105 115 10 23

与信費用 △ 9 60 30 △ 30 39

貸出金利回り低下をボリューム拡大でカバーできず、貸
出金利息が減少

有価証券運用は外債等へのシフトにより計画以上の収益
を計上

役務取引等利益も計画を達成し、当期純利益は目標達成

経営指標目標と実績

計画と実績との差異要因

※１ ： ２６年度見込みは、３月策定の２７年度予算ベースの数字

※２ ： 平成２６年度はバーゼルⅢベース、目標は平成２５年度中間期に達成

項 目 中計目標
26年度
見込

（※１）

計画比

コア業務純益 240億円 230億円 △10億円

当期純利益 105億円 115億円 ＋10億円

役務取引等利益 62億円 65億円 ＋3億円

ＯＨＲ 62％未満 61.74％ △0.26pt

不良債権比率 2.90％未満 2.94％ ＋0.04pt

自己資本比率 17％ 15.05％ （※２）

収益性指標

効率性指標

健全性指標

2



4,583 5,270 

23年度 26年度

（億円）

5,870  5,982 

3,566  4,502 
3,005  2,899 

23年度 26年度

山陰両県

山陽・兵庫

東京・大阪

（億円）

1,398 
3,030

23年度 26年度

（百万円）

個人営業部門 法人営業部門

エリア職約１６０名を窓口担当から個人営業担当に配置転換
総合職中心に２８名を兵庫県に投入し、営業本部・３カ店新設

山陰では、従来以上に顧客とのグリップを強化

前中期経営計画の総括

3

担い手の変更を実現し重点分野に人員を集中投入、営業基盤の拡大、収益向上を図った

経営資源の投入と営業基盤の拡大

預り資産関連手数料 個人ローン残高 法人貸出金平残

非対面チャネルの発達

加速する人口減少

超低金利環境の継続

金融機関の競争激化

・・・

預貸金残高の伸び鈍化資金利益の減少継続

ビジネスモデル
の再構築が必要

厳しさを増す地方銀行の経営環境

今後の課題

（億円）

1,371  2,221 
916 

962 1,279 
1,319 

23年度 26年度

兵庫

広島

岡山

（億円）

451 413 394 374 362 351 342

222  206  209 
213 215 225 228

113 75 49 40 38 36 36

‐200

0

200

400

600

800

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

有価証券利息・配当金

貸出金利息

調達コスト億円



Ⅱ．中期経営計画の概要



中期経営計画のコンセプト

5

リレーションシップバンキングをベースとした新しいビジネスモデルへの転換

山陰合同銀行 お 客 様信 頼 関 係

手数料や利息などの対価

企業の付加価値の向上とそのための活動を営業店の業績評価に反映し、組織的・継続的に取り組む

持続可能なビジネスモデルの確立

■ コンサルティング機能の発揮
■ 目利き力向上による積極的なリスクテイク

■ 企業の付加価値向上
■ 個人の豊かな生活の実現



私たちは、企業の付加価値向上と個人の豊かな生活の実現に取り組み、
当行も収益を上げる新たなビジネスモデルを確立します。

（計画期間 平成２７年度～平成２９年度）行動基準・重点施策

6

リレーションシップバンキング
をベースとした収益の拡大

企業の付加価値向上への取り組み

１．事業支援ビジネスモデルの確立

２．目利き力向上による積極的なリスクテイク

個人の豊かな生活の実現への取り組み

３．資産運用提案力の強化（証券子会社との連携）

４．クレジットカード事業の成長加速

５．個人ローンの取り組み強化

地方創生への取り組み 地域経済活性化に向けた取り組み

有価証券運用の強化 有価証券運用の多様化

経営基盤の強化

１．組織活性化と従業員の満足度向上

２．戦略的な人員の再配置

３．お客様の利便性向上と業務効率化の推進

４．内部管理態勢の強化

５．グループ連携の強化

６．適切な資本政策と株主還元

CSRの実践 社会活動・環境活動

重点施策

行動基準

地域の夢、お客様の夢をかなえる創造的なベストバンク経営理念



項 目
23年度

（前中計）実績
26年度

実績（見込）
最終年度

（29年度）目標

1．コア業務純益 219億円 230億円 270億円以上

2．当期純利益 92億円 115億円 150億円以上

3．役務取引等利益 48億円 65億円 84億円以上

4．役務収益比率 （コア業務粗利益ベース） 7.9％ 10.8％ 12.5％以上

5．ＯＨＲ （コア業務粗利益ベース） 63.63％ 61.74％ 60％未満

6．ＲＯＥ
（ＲＯＥ（純資産平残ベース））

3.35％
（3.72％）

3.65％
（4.34％）

4.3％以上
（5.0％以上）

7．自己資本比率 16.43％ 15.05％ 15％程度

目標とする経営指標

収益性指標

効率性指標

資本効率指標

健全性指標
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Ⅲ．重点施策 ～企業の付加価値向上
への取り組み～



１．事業支援ビジネスモデルの確立（１）

9

信頼関係を軸にお客様の様々な経営課題やニーズに全力で応える

意識改革のための
教育研修の刷新

■ 「上級者への研修」から「若手・中堅・役席者の全階層に対する研修・ＯＪＴ」へ

■ 「事業支援ツール毎の研修」から「信頼関係構築、課題・ニーズの共有、事業支援実施

のプロセスを通した研修･ＯＪＴ」へ

■自ら情報収集し、知識・スキルを向上する意識を徹底

本部専門人材の育成 ■外部への研修派遣、外部連携先からのノウハウ吸収、専門人材の採用

リレバン部署の強化

リレバンサポート室の
設置

■サービス企画、人材育成企画などの企画機能

■専門知識・ノウハウの蓄積、案件毎の営業店支援機能

１０名程度増強 ■企画人材、専門人材の増強

再生支援部署との連携 ■支援ツール・ノウハウの相互共有

「リレバン部門」評価
を新設

■取引先企業の付加価値向上や経営課題の解決を評価

■その対価としての当行収益（手数料、資金利益、財務改善による与信費用減少等）を評価

■事業支援提案状況などのプロセス、人材育成を評価

事業支援体制の強化

組織の整備・強化

人材育成

適切な業績評価

事業支援の循環イメージ

経営者と「信頼関係」
を構築

経営課題や
ニーズを共有

課題、ニーズに応じた
事業支援を実施

■ 人材の育成・投入などサービス向上への投資
■ 経営者との信頼関係を更に強化

「よく話しを聞き」 「よく考え」 「すばやく行動しよう！」

付加価値向上の対価を収益として計上

付加価値の向上
-利益向上（P/L)
-財務改善(B/S)

取引先企業

山陰合同銀行

（手数料や資金利益、与信費用減少など
様々な形で総合的に収益の向上を図る）



279 352

1,000 

25年度 26年度 29年度

計画

１．事業支援ビジネスモデルの確立 （２）

継続的な事業支援活動の実践により、業務の定着とレベルアップを実現する

10

リレバン企画グループ

■成功事例の還元と定型化
－事業支援メニューとして定型化
－勉強会、事例集作成などの形で営業店に還元

■企業を分析し、事業支援策を提案できる人材の育成
－実施プロセスの各段階で継続的に研修・指導

事業支援グループ
■営業店の個別提案活動サポート
■専門知識・スキルが必要な案件での同行提案

■支店長がお客様とリレーションを深化し、自店の活動を牽引
■取引先の経営分析、課題・ニーズ共有、事業支援提案を実施
■営業ブロック毎に協議の場を設け、支援策の検討、成功事例の共有を実施

リレバンサポート室に
よる営業店サポート

営業店での実践

基本施策

企業のライフステージに応じたサービスの提供

事業支援関連手数料計画ステージ 企業のニーズ サービス

■ 創業資金
■ 事業計画策定等

■ 事業計画策定・実施支援
■ ＢＭ（外部専門家や仕入れ先、

販路の紹介）
■ 海外進出・新分野進出支援
■ 事業承継支援
■ Ｍ＆Ａ支援

■ 創業支援融資
■ ファンドによる出資

■ 事業拡大、海外進出
■ 生産性向上、収益力強化
■ 事業承継計画

■ シ・ローンの組成
■ 私募債
■ 海外向け融資

■ 経営改善計画策定
■ 資金繰りの安定化

■ 経営改善計画策定・実施支援
■ ＢＭ

■ 資本性劣後ローン

■ 廃業に向けた手続き
■ 廃業プラン策定
■ Ｍ＆Ａ支援

創業期

成長期
・

成熟期

鈍化期

衰退期

「１人１社運動」で、４００社以上に対するコンサルティングを実施する

分析データ、ノウハウ、成功事例を蓄積

（百万円）

事業計画策定・実施支援および事業承
継計画策定・実施支援を新たに開始

（手数料には、そこから発生するＢＭ、

Ｍ＆Ａ、シ・ローン等の手数料を含む）



地域別戦略

２．目利き力向上による積極的なリスクテイク

エリア 基本戦略 貸出金平残目標

積極的な資金供給による地元企業の成
長のサポート、シェア拡大を目指す

ライフステージに応じて企業の資金需要に徹底的に対応
６，１００億円

取引先へのコミットによるメイン先の取引シェア拡大

法人営業人員を３０名程度増強し、成長を加速する

５，０００億円兵庫県

質・量ともに強化することで、地域に根差し最も存在感のある地方銀行を目指す
■量的拡大による存在感の向上
－前中期経営計画の方向性を維持し、取引先数と貸出金残高を増強

■リレバンによる存在感の向上
－総合取引推進によるメイン先数の増強（約１９０先から４００先に増強）
－メイン先、準メイン先へのリレーションシップバンキングの実践
－中小企業の新規取引開拓強化

大阪北部 兵庫県南部と一体の市場として、中堅・中小企業の取引先数・貸出金ボリュームを増強する

中堅・中小企業の開拓とメイン化推進で、地域でのシェア向上を目指す
■総合取引推進による取引先のメイン化、メインを志向した中堅・中小企業の開拓

（約２６０先から４００先に増強）
■リレーションシップバンキングの実践

２，７００億円

スプレッド妙味のある資産の積み上げを図る ２，３００億円

共通戦略

リレーションシップバンキングの実践による企業内容の把握

各営業地域を繋ぐビジネスマッチング、海外進出支援、事業承継等

シンジケートローン、私募債、ABL、クロスボーダーローン、リース等

営業店の融資権限拡大

山陰両県

東 京

エリア別法人貸出金平残計画

多様な資金調達手段の提供

レスポンスの向上

目利き力の向上

事業支援の徹底

11

広島・岡山

5,935 5,982 6,100 

2,301 2,282 2,700 
2,709 3,091 

5,000 2,150 2,029 

2,300 

25年度 26年度 29年度計画

山陰両県 広島・岡山

兵庫・大阪 東京
（億円）

兵庫・大阪



Ⅲ．重点施策 ～個人の豊かな生活の実現
への取り組み～



573 825 1,050 
1,597 1,732 1,900 425 

473 
750 
300 
900 

25年度 26年度 29年度計画

ごうぎん証券

金融商品仲介

信託報酬等

保険販売

投信販売

2,595
3,030

4,900

・・・

798 930 
1,600 23 

400 

600 

25年度 26年度 29年度計画

ごうぎん証券

金融商品仲介（ごうぎん証券・銀行）

投資信託

798 953

2,600

・・・

（仲介）

給振･年金指定の獲得による個人預金の増強

金融商品仲介業務（仲介型・紹介型）の強化 取扱店舗の拡大（ごうぎん証券開業時３２カ店⇒順次拡大）

銀証連携による資産運用提案力の強化
商品ラインアップの拡充
販売ノウハウ、金融情報の共有などによる行員のスキル向上

ＩＴを活用した営業活動の高度化・効率化

ごうぎん証券と連携した取引顧客の拡大 優良顧客、法人やその代表者、役員、退職者層など

ＮＩＳＡ、投信定額積立などを活用した裾野拡大

４．資産運用提案力の強化（証券子会社との連携）

基本戦略

証券子会社との連携により、お客様の資産運用ニーズに「ワンストップ」で最適の商品を提供する

預り資産提案力
の強化

取引顧客の拡大

山
陰
合
同
銀
行

ご
う
ぎ
ん
証
券

顧客基盤を活かしたお客様の紹介
（金融商品仲介業務（仲介型・紹介型）

人材育成への貢献

多様な商品・サービスの提供
連携したアフターフォロー

お 客 様

預り資産収益計画

預り資産残高計画

13

ごうぎん証券

銀行

銀行

コア預金の増強

ごうぎん証券との連携
（億円）

（百万円）



8.5
10.1

15.4

25年度 26年度 29年度計画

125 140 
300 52 57 
130 257 285 

534 

25年度 26年度 29年度計画

一般

ネット決済

登録型

434 482

964

基本戦略

５．クレジットカード事業の成長加速

地域カードとしての地位を確立し、地域の消費喚起、地元加盟店での利用増加を図る

戦略 具体的施策

登録型クレジット払いの推進強化（年増 45,000件）

法人会員の増強および利用促進（9,500枚⇒11,000枚）

ポイントプログラムの刷新・強化

専用カードの導入によるインターネットショッピングの取込（30,000件）

地域に密着したイベント・キャンペーンの企画・実施

Webサイトの拡充等による情報発信力の強化

蓄積した利用データのマーケティングへの活用

電子マネー「デュプリ」の利便性向上と少額決済市場の取込

（億円） （億円）

地元加盟店での

利用促進

メイン化推進

14

25年度 26年度
29年度
計画

会員数 276,064 285,000 300,000

月間稼働率 47.5％ 49.0％ 60.0％

単価（千円） 29.5 29.8 46.3

カード業務収支計画ショッピング取扱高計画

「地域カード」の深化
（会員・加盟店との関係強化）

ポイントを活用し、地域内資金循環を実現

地域の持続的な消費を喚起



410 454 

630 220 236 

320 

25年度 26年度 29年度計画

カードローン

証貸ローン

（億円）

630
690

950

基本戦略

６．個人ローンの取り組み強化

認知度と利便性の向上でお客様のニーズに応え、地元シェアの拡大を図る

戦略 具体的内容

ＷＥＢ、ＴＶ、ポスティングなど、多用な広告媒体を活用したＰＲ

非対面セールスの
本部集中化

セールスコールのレベルアップと土日・
窓口時間外対応の充実

データベースを活用したダイレクト・
マーケティング

職域サイトによる職域営業強化

住宅ローン、教育ローン等の対象先への店頭・渉外セールス

非対面チャネルの見込み先へのアプローチ

即日審査回答、即日実行できる商品の開発

借入可能額診断サービスを用いた見込み顧客の囲い込み

インターネット完結型商品の拡大

店舗特性に応じた住宅ローン推進

非対面チャネル主体の消費者ローン推進

非対面チャネルによる認
知度向上・提案力強化

対面チャネルを活かした
アプローチ強化

商品力・利便性向上

15

山陽および兵庫県での
個人ローン推進

25年度 26年度 29年度計画

実行件数 22,000件 24,000件 34,000件

ｶｰﾄﾞﾛｰﾝﾎﾙﾀﾞｰ 85,000人 88,000人 100,000人

実行件数の増加により、山陰両県内をシェア23％から30％に拡大

新築案件持込レベルを維持し、山陰両県内シェアを38％から44％に拡大

消費者ローン

住宅ローン

26年度実績【2,900件、590億円】の新規受付を維持

住宅ローン平残計画

消費者ローン平残計画

実行件数、カードローンホルダーを増加

3,445 3,657 
4,250 

752 715 750 
25年度 26年度 29年度計画

山陰両県

山陽・兵庫県

（億円）



Ⅲ．重点施策 ～地方創生への取り組み～



項 目 概 要

創業・新事業発掘、
資金の供給

鳥取大学・島根大学発ベンチャーファンドなど各種ファンドの活用

信用保証協会等と連携した創業支援融資

大学発ベンチャーなど産学官との連携による新事業創出への積極的関与

■銀行が中心となって商品企画や商流企画を行い、山陰で農林水産業者や加工業者に展開
■融資、農林漁業応援ファンドによる資金ニーズへの対応

事業支援を通じた生産性向上支援

外部専門家と連携した改善支援・再生計画の策定

地方版総合戦略の策定・推進への積極的関与

ＰＰＰ/ＰＦＩなどのインフラ整備提案

観光振興に向けた支援（行政単位を跨いだ地域連携支援、海外カードの利便性向上など）

17

地域経済活性化に向けた取り組み

地元・外部ネットワークと連携した地域経済活性化

創業・新事業開拓を目指す企業の育成

地方公共団体との連携

山陰合同銀行グループ

６次産業化支援による農林水産業振興

農林水産業者 物流業者
商社・卸業者

消費地

小売業者
連 携 地元加工業者

商社連携先 などＪＡ 企業大学

消 費 者

６次産業化支援イメージ

①④

②

②

③

① 連携先と協力して消費地の嗜好やニー
ズを調査

② 地元での起業家発掘、商品企画など事
業化支援、資金ニーズに対応

③ ビジネスマッチングによる商流の構築

④ 消費地の嗜好やニーズを調査し、商品
企画などに反映

（以降、PDCAを回していく）

地元産業の競争力強化

地元企業の経営改善・再生支援



Ⅲ．重点施策 ～有価証券運用の強化～



19

有価証券運用の多様化

従来の運用スタイル

バイアンドホールドを基本としたポートフォリオの構築

高い流動性の確保

10年国債を中心とした
金利リスクテイク

有価証券運用の課題

外部環境 低金利環境の長期化

当行の状況

他行比高い有価証券利回り

当面の償還額は少額

厚い自己資本によるリスクバッファー

安定した期間収益の確保

今後の運用方針

金利リスクテイクの多様化 円金利以外のリスクテイク

アセットクラスの分散 ＥＴＦ、ＲＥＩＴ投資の拡大、海外資産への投資
リスクテイクの多様化

アロケーション変更イメージ

847  968 

1,529 

3,185 

705 

2,223 

164 

1,892 
1,581 0.77％

1.52％
1.40％ 1.32％

0.53％

1.20％

1.10％

0.77％

1.09％

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度～

国債

地方債・政府保証債等

社債等

利回り
（金額：億円）

円貨建債券償還構成



Ⅲ．重点施策 ～経営基盤の強化～



女性・シニアの活躍の場拡大

１．組織活性化と従業員の満足度向上
女性やシニアの活躍の場を拡大することにより、働きがいのある職場を目指す

質の高い金融サービスの提供でお客様の役に立ち、仕事に対する誇りと満足度の向上を図る

項 目 概 要

管理職、支店長育成のための研修プログラム整備

ワークライフバランス実現のための取り組みの強化

キャリア、専門スキルを尊重した人員配置

女性管理職比率の引上げ（１５％から２０％へ）

支店長・出張所長への
女性の登用加速

出張所長（５３カ店）に原則女性を中
心とするエリア職、シニア行員を配置

シニア行員の支店長・出張所長への登用

環境整備

活躍の場の拡大

9.9%

12.1%
13.7%

15.0%

20.0%

23年度末24年度末25年度末26年度末 29年度末

計画

女性管理職比率

専門人材の育成

項 目 概 要

営業店の人材育成
本部による研修、ＯＪＴ等営業店での人材育成

法人営業担当者の各種資格取得促進

外部への研修派遣、外部連携先からのノウハウ吸収による本部専門人材の育成

お客様のニーズに応じた提案ができる人材の育成

証券子会社・資産運用プラザと連携した人材育成

有価証券フロントへの計画的な人材配置

事務管理に強い職員の育成

21

法人営業
（法人リレバン人材）

資産運用

有価証券運用

営業店事務



人員の再配置

２．戦略的な人員の再配置

店舗ネットワークの見直し

人員捻出

投 入 先 目 的 投入人員

資産運用提案力の強化
お客様の資産運用ニーズに「ワンストップ」
で最適の商品を提供

総 合 職 30名程度
エリア職 20名程度

リレーションシップバンキングの実践
事業支援体制を強化し、法人リレバンの
ビジネスモデルを確立

総 合 職 10名程度

兵庫・大阪地区での成長加速
法人市場での成長を加速し、質・量ともに
最も存在感のある地方銀行を目指す 総 合 職 30名程度

エリア職の採用増加
営業店の事務効率化

エリア職・シニア行員の支店長・出
張所長への登用による担い手変更

専門人材の積極的な
中途採用

本部業務、店舗ネットワーク見直し
による削減

人員の適切な再配置により、高い専門知識・スキルを持った行員による良質な金融サービスを提供する

ごうぎん証券

地域振興部

兵庫・大阪地区店舗

総合職 30名程度 総合職10名・エリア職 20名程度

項 目 概 要

店舗ネットワークを極力維持しながら、出張所・代理店等の個人特化型店舗へ変更

法人融資取引を地域の旗艦店に集約し、良質な金融サービスを提供

店舗の新築移転による利便性向上

ＡＴＭ等非対面チャネルの機能拡充

窓口手続きの簡素化

基本方針

利便性の向上

22

30名程度



事務効率化によるお客様の利便性向上

３．お客様の利便性向上と業務効率化の推進

お客様の声に応える取り組みの強化

お客様の利便性を向上すると同時に、営業店事務の効率化を図る

項 目 概 要

窓口体制の整備・標準化

印鑑に頼らない窓口取引の拡大

通帳非発行口座

セルフ端末の導入検討

手続時の記載書類削減、ペーパーレス化

シンプルな事務処理への見直し

手作業による事務処理、検証事務の削減

ビジネスインターネットバンキングの利用拡大

預り資産事務の３０％削減

窓口待ち時間の２０％短縮

お客様の声を活用するための委員会の設置
役員を加えたメンバー構成

商品・サービスや接遇の改善に活用

委員会で諸施策の検討・実施状況をモニタリング

顧客サービス向上委員会の設置

23

高齢者にやさしい窓口事務

事務量の削減



基本戦略 具体的施策

リスクテイクの多様化に対応した収益およびリスク管理態勢の強化

リスク横断的な収益シミュレーションとストレステストの充実

内部格付制度の高度化と環境変化に機動的に対応できる態勢の整備・強化

信用リスクと市場リスクを一体的に捉えたポートフォリオ管理と資本の有効活用

24

４．内部管理態勢の強化
お客様に安心して当行とお取引いただくために内部管理態勢の強化を図る

リスク・コミュニケーションの充実により環境変化に迅速に対応できるリスク管理態勢を構築する

コンプライアンス態勢の強化

基本戦略 具体的施策

研修等の充実による倫理意識の向上

不正抑止（牽制）のためのモニタリング実施による態勢強化

現場におけるコンプライアンス実践力の向上

優越的地位の濫用、利益相反取引等の不適切な取引の未然防止に向けた管理態勢の強化

外部委託先管理態勢の強化

情報管理態勢の強化

コンプライアンス重視の確固たる
企業風土の確立

お客様の信頼・安心を確保する
ための態勢強化

収益管理態勢の強化

統合的リスク管理態勢の強化

収益・リスク管理態勢の強化



グループ会社との連携強化

５．グループ連携の強化

グループ会社の業務見直し

松江不動産㈱ 山陰総合リース㈱

合銀ビジネスサービス㈱ ごうぎん保証㈱

ごうぎんスタッフサービス㈱ ㈱ごうぎんクレジット

㈱ごうぎん代理店 ㈱山陰経済経営研究所

㈱山陰オフィスサービス ごうぎんシステムサービス㈱

山陰債権回収㈱ ごうぎんキャピタル㈱

銀行と連携し、多様化する資産運用ニーズに「ワンストップ」で対応

グループ会社

ごうぎん証券㈱ 【27年10月開業予定】

更なる連携強化、収益囲い込みのため、グループ出資比率の引き上げを検討グループ出資比率の引き上げ

顧客サービスの向上およびグループ内の業務効率化、経費削減を図る業務効率化・経費削減

グループの連携強化により、お客様のニーズに幅広い金融サービスで応える

25
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６．適切な資本政策と株主還元
健全な自己資本比率と資本効率のバランスおよび株主還元の充実に配慮し、資本政策を運営する

健全性の維持

ＲＯＥ目標の設定

適切な株主還元の実施

リスクバッファーとして一定の自己資本比率を維持しながら、有価証券運用を多様化

貸出金残高増強に備え、内部留保の着実な蓄積を実施

増益により、資本効率を向上

業績連動配当制度を維持し、当期利益の向上によって配当水準を向上

業績連動配当テーブルを改定

地方銀行トップ水準の自己資本比率
を安定的に維持

（単体自己資本比率１５％程度）

純資産平残ベースのＲＯＥ目標を
５％以上に設定

株主還元率３０％を目安に運営

当期利益水準
従来の業績連動配当テーブル 新業績連動配当テーブル

安定配当 業績連動 年間配当 配当性向 安定配当 業績連動 年間配当 配当性向

150億円超 8円 3円 11円 ～ 11.6% 9円 8円 17円 ～ 18.0%

140億円超150億円以下 11.6% ～ 12.4% 9円 7円 16円 16.9% ～ 18.1%

130億円超140億円以下 12.4% ～ 13.4% 9円 6円 15円 17.0% ～ 18.3%

120億円超130億円以下 13.4% ～ 14.5% 9円 5円 14円 17.1% ～ 18.5%

110億円超120億円以下 14.5% ～ 15.9% 9円 4円 13円 17.2% ～ 18.7%

100億円超110億円以下 8円 3円 11円 15.9% ～ 17.4% 9円 3円 12円 17.3% ～ 19.0%

90億円超100億円以下 8円 2円 10円 15.9% ～ 17.6% 9円 2円 11円 17.4% ～ 19.4%

80億円超90億円以下 8円 1円 9円 15.9% ～ 17.8% 9円 1円 10円 17.6% ～ 19.8%

80億円以下 8円 － 8円 15.9% ～ 9円 － 9円 17.8% ～



Ⅲ．重点施策 ～ＣＳＲの実践～



項 目 概 要

当行役職員や家族による森林保全活動

ボランティア団体やＮＰＯ法人のネットワーク「森林を守ろう！山陰ネットワーク会議」の活動支援

「日本の森を守る地方銀行有志の会」を通じた活動

金融サービスを通じた
取り組み

エコ型私募債

取引先の再生可能エネルギー事業への支援

Ｊ－ＶＥＲのビジネスマッチング推進

行内の取り組み 省エネ機器への設備投資、省エネ意識向上による消費エネルギー量削減

28

社会活動・環境活動
独自のアイデアで、地域の問題解決に向けて地域と共に取り組む

社会活動

エコロジーへの取組み

環境活動

項 目 概 要

知的障がい者雇用事業の拡大 ～「ごうぎんチャレンジドとっとり」の新設

「ゆめいくワークサポート事業」の継続

私塾「尚風館」の活動拡大（ごうぎん文化振興財団での教育活動）

「小さな親切」運動による活動の継続

「ごうぎん一粒の麦の会」による寄付活動の継続

知的障がい者の自立支援

教育活動

フィランソロピー活動

森林保全活動



本資料に関する照会先

山陰合同銀行
経営企画部 企画グループ

E-mail ：soki@gogin.co.jp

TEL ：0852-55-1020

FAX ：0852-27-3398

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績
を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであります。将来の業績は、
経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。
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